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え
か
ら
高
齢
者
に
対
す
る
利

用
料
金
の
減
額
、
ま
た
、
運

転
免
許
証
自
主
返
納
者
へ
の

特
典
等
の
実
施
は
現
在
予
定

し
て
い
な
い
。

問　
構
想
段
階
で
の
周
辺
住

民
へ
の
周
知
や
説
明
を
義
務

付
け
、
事
前
調
整
可
能
な
街

づ
く
り
条
例
制
定
の
考
え

は
。

答　
現
行
の
要
綱
、
条
例
を

運
用
し
な
が
ら
先
進
事
例
を

調
査
・
研
究
し
て
い
く
。

問　
開
発
行
為
等
指
導
要
綱

を
条
例
化
し
な
い
理
由
は
。

答　
地
方
自
治
法
に
よ
り
、

法
令
に
反
し
な
い
限
り
に
お

い
て
条
例
を
定
め
る
こ
と
が

で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
た

め
、
条
例
化
は
、
慎
重
に
調

査
、研
究
が
必
要
と
考
え
る
。

　
ま
ち
づ
く
り
条
例
、
地
区

計
画
及
び
高
度
地
区
の
制
定

に
つ
い
て
は
、
先
進
事
例
な

ど
を
調
査
、
研
究
し
た
い
。

問　
指
導
要
綱
を
市
民
の
た

め
に
条
例
化
す
べ
き
で
は
。

答　
世
田
谷
区
、
多
摩
市
、

八
潮
市
な
ど
の

ま
ち
づ
く
り
条
例

は
、
手
続
き
を
定

め
た
条
例
と
認
識

し
て
い
る
。
指
導

要
綱
と
中
高
層
建

築
物
の
建
築
に
係

る
紛
争
防
止
及
び

調
整
に
関
す
る
条

例
が
あ
り
、
世
田

谷
区
街
づ
く
り
条

例
な
ど
と
類
似
的

な
指
導
が
図
ら
れ

て
い
る
。
指
導
要
綱
と
既
存

の
条
例
を
運
用
し
な
が
ら
、

ま
ち
づ
く
り
条
例
に
対
し

て
、先
進
事
例
な
ど
を
調
査・

研
究
し
た
い
。

問　
ま
ち
づ
く
り
条
例
を
活

用
し
た
開
発
紛
争
の
予
防
と

調
整
に
つ
い
て
は
。

答　
世
田
谷
区
の
条
例
と
市

の
条
例
で
は
記
述
の
違
い
こ

そ
あ
る
が
、
内
容
は
市
民
に

寄
り
添
っ
た
も
の
と
考
え
て

お
り
、
要
綱
と
条
例
を
運
用

し
な
が
ら
、
調
査
・
研
究
し

た
い
。

問　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
の
自
宅
療
養
者
に
対
し

て
身
近
な
自
治
体
と
し
て
安

否
確
認
や
買
い
物
、
ご
み
出

し
等
の
サ
ポ
ー
ト
、
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
支
援
の
可
能
性
は
。

答　
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
尊
重
の

重
要
性
と
諸
課
題
も
あ
る
た

め
現
状
で
は
考
え
て
い
な
い

が
、
相
談
窓
口
の
設
置
は
検

討
し
て
い
る
。

問　
運
行
に
つ
い
て
利
用
者

か
ら
の
声
は
。

答　
運
行
コ
ー
ス
や
停
留
所

の
位
置
、
朝
夕
の
通
勤

時
間
帯
に
運
行
し
て
ほ

し
い
な
ど
、
幅
広
い
意

見
を
聞
い
て
い
る
。

問　
高
齢
者
の
交
通
対

策
や
地
域
経
済
活
性
化

の
視
点
か
ら
一
定
年
齢

以
上
の
人
の
市
内
循
環

ワ
ゴ
ン
運
賃
無
料
化
や

運
転
免
許
返
納
者
へ
の

特
典
の
考
え
は
。

答　
受
益
者
負
担
の
考

問　
学
校
教
育
は
、
今
大
き

な
転
換
期
で
は
。

答　
予
測
困
難
な
社
会
を
た

く
ま
し
く
生
き
抜
い
て
い
く

た
め
に
は
、
個
人
や
社
会
の

成
長
の
た
め
に
必
要
な
新
た

な
価
値
を
生
み
出
し
て
い
く

能
力
が
求
め
ら
れ
る
。

　
そ
の
能
力
獲
得
の
た
め
、

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
を
ツ
ー
ル

と
し
て
活
用
し
た
主
体
的
・

対
話
的
で
深
い
学
び
と
地
域

協
働
学
校
の
取
り
組
み
を
一

歩
一
歩
着
実
に
前
に
進
め

る
。

問　
学
校
で
は
ど
の
よ
う
な

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
拡
大
防

止
策
を
講
じ
て
き
た
か
。

答　
児
童
・
生
徒
は
、
手
洗

い
の
徹
底
や
咳
エ
チ
ケ
ッ
ト

に
加
え
、
給
食
時
に
は
全
員

が
前
を
向
き
お
し
ゃ
べ
り
を

控
え
る
な
ど
し
て
い
る
。

　
教
職
員
は
、
児
童
・
生
徒

が
登
校
し
教
室
に
入
る
前
、

体
温
や
健
康
状
態
を
記
入
し

た
健
康
観
察
カ
ー
ド
を
確
認

し
て
い
る
。
授
業
中
に
お
い

て
も
身
体
的
距
離
を
保
つ
な

ど
工
夫
し
て
学
習
を
進
め
て

い
る
。

問　
ひ
と
り
親
家
庭
等
の
相

談
体
制
の
充
実
は
。

答　

多
岐
に
わ
た
る
市
民

ニ
ー
ズ
を
的
確
に
把
握
し
、

専
門
的
な
見
地
か
ら
ア
ド
バ

イ
ス
で
き
る
部
署
に
つ
な
げ

て
い
く
。

感
染
症
対
策

ひ
と
り
親
家
庭
等
へ

の
支
援

問　
コ
ロ
ナ
禍
で
、
介
護
事

業
者
は
か
な
り
厳
し
い
状
況

に
置
か
れ
て
い
る
。
現
状
と

課
題
に
つ
い
て
の
認
識
は
。

答　
ア
ン
ケ
ー
ト
の
回
答
で

は
、
８
割
以
上
の
事
業
所
が

利
用
者
が
減
少
し
た
と
回
答

し
て
お
り
、
経
営
に
少
な
か

ら
ず
影
響
し
て
い
る
。
職

員
の
精
神
的
負
担
も
大
き
く

な
っ
て
い
る
。
介
護
現
場
に

お
い
て
は
、
事
業
の
継
続
に

向
け
た
感
染
対
策
の
徹
底

と
、
経
営
の
安
定
、
体
制
の

維
持
が
課
題
と
な
っ
て
い

る
。

問　
市
と
し
て
の

支
援
策
の
今
後
の

展
開
は
。

答　
感
染
状
況
や

国
・
県
の
支
援
策

な
ど
の
動
向
を
注

視
し
な
が
ら
、
引

き
続
き
情
報
を
周

知
し
て
い
く
と
と

も
に
、
安
定
運
営

に
向
け
て
の
支
援

を
行
っ
て
い
く
。

問　
施
設
管
理
型
か
ら
事
業

型
へ
、
経
費
削
減
を
目
的
と

し
た
民
営
化
で
な
く
、
よ
り

よ
い
政
策
効
果
を
発
揮
す
る

た
め
に
、
指
定
管
理
者
制
度

を
考
え
る
べ
き
で
は
。

答　
よ
り
効
果
的
で
質
の
高

い
施
設
運
営
が
図
ら
れ
て
い

る
ケ
ー
ス
も
あ
る
の
で
、
必

要
に
応
じ
積
極
的
に
専
門
職

を
活
用
で
き
る
よ
う
努
め
て

い
く
。

指
定
管
理
者
に

専
門
職
を

自
宅
療
養
者
へ
の

サ
ポ
ー
ト
を

谷　
新
一 

議
員

介
護
事
業
者
の
支
援
策

塚
越　
洋
一 

議
員

学
校
教
育
の
未
来原

田　
雄
一 

議
員

条
例
を
活
用
し
た
紛
争
予
防

近
藤　
善
則 

議
員

別居・離婚後の親子交流の促進と子の養育に関する法改正及び共同親権規定の整備を求める意見書
　国内において、調停や協議離婚においても、実質的な子の連れ去りに発展するケースも少な
くありません。2013 年、政府はハーグ条約（国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約）
に批准しました。しかし、2020 年には、欧州議会から、国連の児童の権利条約と整合するように、
共同親権を規定する法改正を求める決議がなされました。国際的な非難を受ける事柄であるこ
とや子どもの福祉との点からすると、現状の政府の行いは立法の不作為といえます。よって、次
の対策を実施するように強く求めます。
　一．別居・離婚後の親子交流を円滑に進める法改正 
　一．共同養育義務違反者への法的対応強化 
　一．共同親権規定の法整備
� 送付日：令和３年３月 18 日（主意抜粋）

意見書
全員賛成で可決

親子交流・共同親権の整備を国に要望親子交流・共同親権の整備を国に要望
別居・離婚後の親子交流、共同親権規定等の法改正が必要であることから、国に意見
書を提出しました。

　明治大学の菊地端夫教授を講師に、提案型の政策立案のポイントと題し
オンライン会議システムZoomを利用した研修を行いました。
　講義の中では、地方議会の取り巻く状況とこれからの課題、地方議会に
おける政策リサーチの実例としてコロナ対策の活用例や住民参加型のマー
ケティングの手法のほか、政策形成における議会・議員との関わり方と責
任を学ぶと共にRESAS（地域経済に関する産業の強み、人の流れ、人口動
態などを分かりやすく地図やグラフ化したシステム）を活用し市の地域経
済の分析などを学びました。今回の学びを活かして政策立案につなげると
ともにコロナ禍に対応した議会に向けて研究を重ねていきます。

Zoomを活用した
オンライン研修会の開催 タブレット端末を活用して市議会初となるオンラインでの

研修会を実施しました。

市
内
循
環
ワ
ゴ
ン

今
後
の
開
発
行
政


